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はじめに

行政コスト計算書
（PL)

純資産変動計算書
（NW)

資金収支計算書
（CF)

うち

現金

預金

固定資産等

の変動

　　　　　　　＋本年度末
　　　　　　　歳計外現金残高

※１　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳
　計外現金残高を足したものと対応します。

※２　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※３　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

純資産 本年度末残高 本年度末残高

資産

前年度末残高

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益

純行政コスト

負債 経常経費 前年度末残高 業務活動収支

投資活動収支純行政コスト経常収益

　地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（企業会計を除く官庁会計）は、これま

で単年度における現金収支を単純に表現した「現金主義会計」（単式簿記）が採用されてい

ます。

　平成27年1月に総務省から「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が示され、平成

28年度決算より「統一的な基準による財務書類」を作成し公表しております。

　新たな公会計制度を導入することで、「発生主義会計」（複式簿記）に表れる「資産や債務

の状況管理」「財務情報の開示」を行い、現金主義会計を補完するものです。

財務書類4表構成の相互関係図

貸借対照表（BS）
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．

投
資

等
２

．
流

動
負

債
本

年
度

純
資

産
変

動
額
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損
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△
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．
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．
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収
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収
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△
 8

,3
8
6
,6

0
1
,2

2
0

1
7
3
,9

6
0
,9

8
8

9
7
,9

4
1
,7

1
4

△
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収
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．
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収
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損
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損
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滞
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預
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収
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．
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固
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収
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単
位

：
円

資
産

の
部

負
債

の
部

負
債

合
計

純
資

産
合

計

学
校

、
保

育
所

、
図

書
館

等

道
路

、
橋

梁
等

売
却

不
能

な
資

産

資
金

の
転

化
が

可
能

な
資

産

全
体

の
7

3
.4

%
が

正
味

資
産

で
で

き

て
い

る

◆
貸

借
対

照
表

は
、

会
計

年
度

末
現

在
に

お
い

て
の

町
の

財
政

状
態

を
一

目
で

分
か

る
よ

う
に

し
た

も
の

で
す

。

◆
左

側
は

、
町

の
持

つ
資

産
で

、
全

体
で

49
5
億

円
（一

人
当

た
り

約
3

0
9
万

円
)。

右
側

は
そ

れ
が

ど
う

し
て

で
き

た
の

か
を

表
し

ま
す

。
4

9
5
億

円
の

う
ち

、
約

3
6

3
億

円

は
「今

ま
で

の
世

代
」が

築
い

て
き

た
正

味
財

産
で

あ
り

、
残

り
の

約
1

3
2
億

円
は

「こ
れ

か
ら

の
世

代
」の

負
担

と
な

り
ま

す
。

世
代

間
の

公
平

性
を

見
る

純
資

産
比

率

は
7

3
.4

%
と

な
り

、
こ

れ
は

資
産

の
う

ち
約

7割
強

は
「今

ま
で

の
世

代
」、

約
3
割

弱
が

「こ
れ

か
ら

の
世

代
」
負

担
を

表
し

ま
す

。

【純
資

産
比

率
＝

純
資

産
/ 
総

資
産

】

◆
左

側
の

資
産

の
う

ち
「２

．
投

資
等

」「
３

．
流

動
資

産
」は

資
金

化
が

比
較

的
容

易
な

も
の

で
あ

り
、

そ
れ

を
全

て
足

す
と

約
7

2億
円

に
な

り
、

地
方

債
約

1
1

8
億

の

6
1

.1
%

は
確

保
し

て
い

る
こ

と
に

な
り

ま
す

が
、

財
政

運
営

に
お

い
て

改
善

の
余

地
が

あ
る

と
言

え
る

か
も

し
れ

ま
せ

ん
。

ま
た

、
翌

年
度

に
返

済
す

べ
き

債
務

に
対

し
て

ど
れ

だ
け

の
資

金
が

あ
る

か
を

示
す

流
動

比
率

（流
動

資
産

/流
動

負
債

）は
1

8
7

.2
%

と
、

1
0

0
%

を
超

え
て

い
る

た
め

、
今

後
1
年

間
の

支
払

い
に

対
す

る
準

備
が

で
き

て
い

る
こ

と
を

表
し

ま
す

。
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経
常

費
用

経
常

収
益

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

臨
時

損
失

臨
時

利
益

職
員

給
、

議
員

報
酬

や
退

職
給

付
費

用
等

消
耗

品
費

、
維

持
補

修
費

、
減

価
償

却
費

等 地
方

債
・
借

入
金

の

償
還

利
子

等

使
用

料
・
手

数
料

等
、

利
子

等

資
産

売
却

益
等

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

◆
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
は

、
1年

間
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

が
ど

の
よ

う
な

形
で

、
ど

れ
だ

け
行

わ
れ

た
か

を
「費

用
」と

「
収

益
」で

表
す

フ
ロ

ー
の

計
算

書
で

す
。

民

間
企

業
に

お
け

る
「損

益
計

算
書

」に
あ

た
り

ま
す

。

◆
人

件
費

は
町

の
職

員
給

与
、

議
員

報
酬

、
福

利
厚

生
費

な
ど

の
ほ

か
、

ア
ル

バ
イ

ト
の

給
料

や
講

師
謝

礼
も

含
み

ま
す

。

◆
物

件
費

等
に

は
資

産
管

理
の

た
め

の
費

用
が

主
に

計
上

さ
れ

、
そ

の
う

ち
減

価
償

却
費

は
約

1
6
億

円
を

占
め

、
建

物
等

の
1
年

間
の

価
値

減
少

分
と

と
ら

え
、

1
年

間
当

該
資

産
を

行
政

サ
ー

ビ
ス

と
で

使
用

し
た

こ
と

に
よ

る
コ

ス
ト

と
な

り
ま

す
。

◆
移

転
費

用
は

直
接

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
費

用
で

な
く
、

町
を

通
じ

て
外

部
へ

移
転

し
た

金
額

で
す

。
「
社

会
保

障
給

付
」は

主
に

扶
助

費
で

す
。

◆
一

般
会

計
に

お
け

る
経

費
の

内
訳

を
見

る
と

、
経

常
費

用
の

う
ち

、
人

件
費

が
占

め
る

割
合

は
約

1
5

.9
%

、
減

価
償

却
費

を
含

む
物

件
費

等
の

割
合

は
約

4
4

.4
%

、
地

方
債

利
息

を
含

む
そ

の
他

業
務

費
用

の
割

合
は

約
1

.8
%

で
す

。
ま

た
、

各
団

体
へ

の
補

助
金

や
負

担
金

、
扶

助
費

を
主

と
す

る
移

転
費

用
の

割
合

は
3

7
.9

%
と

な
っ

て
お

り
ま

す
。
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前
年

度
末

純
資

産
残

高
3
6
,9

9
4
,5

3
0
,4

6
3

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
△

 8
,4

6
2
,6

2
0
,4

9
4

財
源

7
,8

0
6
,4

3
9
,2

4
0

本
年

度
差

額
△

 6
5
6
,1

8
1
,2

5
4

資
産

評
価

差
額

0

無
償

所
管

替
等

4
,3

0
8
,3

1
7

本
年

度
純

資
産

変
動

額
△

 6
4
7
,7

1
9
,2

6
2

本
年

度
末

純
資

産
残

高
3
6
,3

4
6
,8

1
1
,2

0
1

　
　

純
資

産
変

動
計

算
書

　
　

　
単

位
：
円

本
年

度
末

純
資

産
残

高
－

前
年

度
末

純
資

産
残

高
＝

本
年

度
純

資
産

変
動

額

純
資

産
変

動
計

算
書

◆
純

資
産

変
動

計
算

書
は

、
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
て

い
る

資
産

か
ら

負
債

を

差
し

引
い

た
純

資
産

が
、

1
年

間
で

ど
の

よ
う

に
増

減
し

た
か

を
表

す
フ

ロ
ー

の
計

算

書
で

す
。

純
行

政
コ

ス
ト

な
ど

と
町

税
や

補
助

金
な

ど
を

比
較

し
、

負
担

を
先

送
り

し

た
か

ど
う

か
が

わ
か

り
ま

す
。

◆
純

資
産

を
減

少
さ

せ
る

要
因

で
も

あ
る

純
行

政
コ

ス
ト

が
約

8
5億

円
に

対
し

て
財

源
が

約
7

8
億

円
と

な
り

、
「本

年
度

差
額

」が
約

6
億

円
の

マ
イ

ナ
ス

と
な

り
ま

し
た

。

マ
イ

ナ
ス

6
億

円
と

な
っ

た
こ

と
で

、
本

年
度

末
純

資
産

は
約

3
6

3
億

円
と

な
り

ま
し

た
。

◆
「本

年
度

差
額

」が
マ

イ
ナ

ス
と

な
っ

た
場

合
は

、
当

年
度

の
行

政
サ

ー
ビ

ス
提

供

に
か

か
っ

た
コ

ス
ト

（
純

行
政

コ
ス

ト
）
が

当
年

度
の

財
源

（
税

収
等

、
国

県
等

補
助

金
）だ

け
で

賄
え

て
い

な
か

っ
た

こ
と

を
表

し
、

「将
来

世
代

」に
負

担
額

を
先

送
り

し

た
こ

と
を

示
し

ま
す

。

◆
平

成
2

9
年

度
一

般
会

計
で

は
、

本
年

度
純

資
産

変
動

額
が

マ
イ

ナ
ス

約
6億

円

(6
億

円
の

赤
字

)と
な

っ
て

い
ま

す
。

平
成

2
9年

度
は

約
6億

円
の

負
債

を
「
将

来
世

代
」へ

引
き

継
い

だ
こ

と
に

な
り

ま
す

。

無
償

譲
渡

ま
た

は
取

得
固

定
資

産
の

評

価
額

等

有
価

証
券

等
の

評
価

差
額
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１
．

業
務

活
動

収
支

73
4,

22
4,

24
3

２
．

投
資

活
動

収
支

△
 7

95
,5

91
,8

50

３
．

財
務

活
動

収
支

9,
55

9,
44

8

本
年

度
資

金
収

支
額

△
 5

1,
80

8,
15

9

前
年

度
末

資
金

残
高

56
3,

30
1,

64
3

本
年

度
末

資
金

残
高

51
1,

49
3,

48
4

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
64

,2
51

,9
23

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
4,

25
8,

37
1

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
68

,5
10

,2
94

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

58
0,

00
3,

77
8

C
F
　
業

務
活

動
収

支
73

4,
22

4,
24

3

C
F
 支

払
利

息
支

出
78

,3
59

,9
92

C
F
　
投

資
活

動
収

支
△

 7
95

,5
91

,8
50

基
礎

的
財

政
収

支
16

,9
92

,3
85

　
　

　
　

資
金

収
支

計
算

書
  

 単
位

：
円

(基
礎

的
財

政
収

支
)

毎
年

継
続

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

収
支

資
産

形
成

、
投

資
・

出
資

金
の

取
得

、
売

却
等

収
支

地
方

債
の

発
行

・
償

還
等

収
支

資
金

収
支

計
算

書

◆
資

金
収

支
計

算
書

は
、

現
金

（資
金

）の
出

入
が

ど
の

よ
う

に
な

っ
て

い
る

か
を

示
す

も
の

で
す

。
そ

の
収

支
を

性
質

に
応

じ
て

、
町

が
ど

の
よ

う
な

活
動

に
資

金
を

必
要

と
し

て
い

る
か

を
表

し
ま

す
。

平
成

28
年

度
末

で
は

、
約

5
.6

億
円

だ
っ

た
資

金
が

約
0

.5
億

円
減

少
し

、
平

成
2

9
年

度
末

で
は

約
5

.1
億

円
と

な
り

ま
し

た
。

◆
平

成
2

9
年

度
の

業
務

活
動

収
支

は
プ

ラ
ス

の
約

7
.3

億
円

、
投

資
活

動
収

支
は

マ
イ

ナ
ス

の
約

8
.0

億
円

、
財

務
活

動
収

支
は

プ
ラ

ス
の

約
0

.1
億

円
で

、
本

年
度

の
資

金
収

支
ト

ー
タ

ル
は

マ
イ

ナ
ス

0
.5

億
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

結
果

と
し

て
、

本

年
度

末
現

金
預

金
残

高
は

約
5

.1
億

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。
貸

借
対

照
表

の
現

金

預
金

と
一

致
し

ま
す

）
。

◆
「３

．
財

務
活

動
収

支
」
は

主
に

地
方

債
の

元
利

償
還

支
出

と
新

規
地

方
債

の

発
行

に
よ

る
収

入
と

な
り

、
マ

イ
ナ

ス
と

な
る

こ
と

が
良

い
指

標
で

す
。

町
で

は
、

平

成
2

9
年

度
は

約
0

.1
億

円
の

プ
ラ

ス
に

な
り

ま
し

た
。

こ
れ

は
新

規
発

行
地

方
債

の

発
行

が
元

利
償

還
支

出
を

上
回

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

◆
資

金
収

支
計

算
書

か
ら

財
務

活
動

収
支

及
び

業
務

活
動

収
支

の
支

払
利

息

支
出

を
除

く
こ

と
に

よ
り

基
礎

的
財

政
収

支
（
プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
）
を

簡
便

的

に
算

出
で

き
ま

す
。

基
礎

的
財

政
収

支
は

プ
ラ

ス
約

0
.2

億
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

マ
イ

ナ
ス

に
な

っ
て

い
る

場
合

は
、

政
策

等
に

よ
っ

て
一

時
的

な
マ

イ
ナ

ス
は

考

え
ら

れ
ま

す
が

、
継

続
的

な
マ

イ
ナ

ス
に

な
る

と
注

意
が

必
要

で
す

。
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【
財

務
書

類
分

析
】

分
析

対
象

：
2
9
年

度
　

一
般

会
計

等
紀

北
町

様

住
民

一
人

当
た

り
資

産
額

類
団

、
近

隣
3
,0

9
2
,5

8
7

　
B

S
資

産
の

部
合

計
／

住
民

基
本

台
帳

人
口

　
町

が
保

有
し

て
い

る
資

産
を

平
成

29
年

度
末

の
住

民
基

本
台

帳
人

口
（1

6,
02

1人
）で

除
し

た
も

の
で

、
住

民
一

人
当

た
り

の
分

配
額

を
表

し
た

も
の

で
す

。

歳
入

額
対

資
産

比
率

経
年

4
.9

　
B

S
資

産
の

部
合

計
／

C
F
歳

入
総

額
　

こ
れ

ま
で

に
整

備
さ

れ
た

社
会

基
盤

資
本

（道
路

、
公

園
、

学
校

な
ど

）の
資

産
が

何
年

分
の

歳
入

に
相

当
す

る
か

を
表

す
も

の
で

、
資

産
形

成
の

度
合

い
を

表
し

た
も

の
で

す
。

資
産

老
朽

化
比

率
経

年
6
3
.7

%
　

B
S
減

価
償

却
累

計
額

／
{(
B

S
有

形
固

定
資

産
合

計
-建

設
仮

勘
定

-
土

地
)

+B
S
減

価
償

却
累

計
額

}

　
有

形
固

定
資

産
の

う
ち

、
土

地
以

外
の

償
却

資
産

（建
物

、
工

作
物

、
物

品
な

ど
）に

つ
い

て
、

耐
用

年
数

に
対

し
て

資
産

の
取

得
か

ら
ど

の
程

度
経

過
し

て
い

る
か

を
表

し
、

老
朽

化
の

進
み

具
合

を
表

し
た

も
の

で
す

。

純
資

産
比

率
経

年
7
3
.4

%
　

B
S
純

資
産

の
部

合
計

／
B

S
資

産
の

部
合

計
×

10
0

　
総

資
産

の
う

ち
借

金
の

返
済

を
必

要
と

し
な

い
資

産
（純

資
産

）が
ど

の
く
ら

い
の

割
合

か
を

表
し

て
い

ま
す

。

社
会

資
本

等
形

成
の

世
代

間
負

担
比

率
経

年
、

類
団

、
近

隣
2
8
.0

%
<将

来
世

代
の

負
担

割
合

>
　

B
S
地

方
債

／
(B

S
有

形
固

定
資

産
合

計
+B

S
無

形
固

定
資

産
合

計
)×

10
0

　
社

会
基

盤
資

本
（道

路
、

公
園

、
学

校
な

ど
）の

整
備

結
果

を
示

す
有

形
固

定
資

産
（事

業
用

資
産

、
イ

ン
フ

ラ
資

産
、

物
品

）を
町

債
な

ど
の

借
入

れ
に

よ
っ

て
ど

う
れ

く
ら

い
調

達
し

た
か

を
表

し
て

い
ま

す
。

住
民

一
人

当
た

り
負

債
額

経
年

、
類

団
、

近
隣

8
2
3
,8

8
9

　
B

S
負

債
の

部
合

計
／

住
民

基
本

台
帳

人
口

　
地

方
債

な
ど

の
負

債
総

額
を

平
成

29
年

度
末

の
住

民
基

本
台

帳
人

口
（1

6,
02

1人
）で

除
し

た
も

の
で

、
こ

れ
ま

で
の

行
政

活
動

に
よ

っ
て

生
じ

た
負

債
が

、
住

民
一

人
当

た
り

ど
れ

く
ら

い
あ

る
の

か
表

し
て

い
ま

す
。

基
礎

的
財

政
収

支
(プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
)

経
年

1
6
,9

9
2
,3

8
5

　
(C

F
業

務
活

動
収

支
+C

F
投

資
活

動
収

支
)+

C
F
支

払
利

息
支

出
　

公
債

の
元

利
償

還
額

を
除

い
た

歳
出

と
借

入
れ

で
あ

る
地

方
債

収
入

を
そ

れ
ぞ

れ
支

出
と

収
入

か
ら

除
き

、
基

本
的

な
財

政
収

入
と

支
出

の
バ

ラ
ン

ス
が

良
好

か
ど

う
か

表
し

ま
す

。

 効
率

性

住
民

サ
ー

ビ
ス

は
効

率
的

か
住

民
一

人
当

た
り

行
政

コ
ス

ト
経

年
、

近
隣

5
2
8
,2

2
0

　
P

L
純

行
政

コ
ス

ト
／

住
民

基
本

台
帳

人
口

　
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
で

算
出

さ
れ

る
行

政
コ

ス
ト

を
平

成
29

年
度

末
の

住
民

基
本

台
帳

人
口

（1
6,

02
1人

）で
除

し
た

も
の

で
住

民
一

人
当

た
り

の
行

政
コ

ス
ト

を
表

し
て

い
ま

す
。

 弾
力

性

資
産

形
成

を
行

う
余

裕
は

ど
れ

く
ら

い
あ

る
か

行
政

コ
ス

ト
対

税
収

等
比

率
経

年
1
0
7
.4

%
　

P
L
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
／

N
W

財
源

　
当

該
年

度
の

税
収

等
の

う
ち

、
ど

れ
だ

け
が

資
産

形
成

以
外

の
行

政
コ

ス
ト

に
消

費
さ

れ
た

の
か

を
表

し
ま

す
。

 自
立

性

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

対
す

る
受

益
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決算対象年度： 平成29年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 46,914,096,800 固定負債 11,793,197,279
有形固定資産 42,276,259,975 地方債 10,608,546,100
事業用資産 22,997,477,409 地方債 6,745,472,951
土地 5,669,057,570 臨時財政対策債 3,863,073,149
立木竹 7,766,747,351 長期未払金 -
建物 28,682,120,701 退職手当引当金 1,181,544,949
建物減価償却累計額 △ 19,617,432,602 損失補償等引当金 -
工作物 1,579,212,802 その他 3,106,230
工作物減価償却累計額 △ 1,091,261,557 リース債務 -
船舶 - その他固定負債 3,106,230
船舶減価償却累計額 - 流動負債 1,406,333,896
浮標等 - １年内償還予定地方債 1,228,182,813
浮標等減価償却累計額 - 地方債 904,483,289
航空機 - 臨時財政対策債 323,699,524
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 47,400 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 8,985,744 前受収益 -

インフラ資産 19,039,212,340 賞与等引当金 109,640,789
土地 191,384,852 預り金 68,510,294
建物 1,500,120 その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 43,018,580,567 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 25,355,350,438 13,199,531,175
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 48,939,257,920
建設仮勘定 1,183,097,239 余剰分（不足分） △ 12,592,446,719

物品 2,337,533,093
物品減価償却累計額 △ 2,097,962,867

無形固定資産 33,642,938
ソフトウェア 33,534,938
ソフトウェア 149,240,471
ソフトウェア減価償却累計額 △ 115,705,533
ソフトウェア仮勘定 -

その他 108,000
その他無形固定資産 4,608,070
その他減価償却累計額 △ 4,500,070
その他無形仮勘定 -

投資その他の資産 4,604,193,887
投資及び出資金 140,746,176
有価証券 19,600,000
出資金 67,435,000
その他 53,711,176

投資損失引当金 -
長期延滞債権 92,761,405
長期貸付金 46,465,700
基金 4,339,208,216
減債基金 1,431,394,577
その他 2,907,813,639

その他 -
徴収不能引当金 △ 14,987,610

流動資産 2,632,245,576
現金預金 580,003,778
歳計現金 511,493,484
歳計外現金 68,510,294

未収金 27,081,674
短期貸付金 6,220,400
基金 2,018,940,720
財政調整基金 2,018,940,720
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 996 36,346,811,201

49,546,342,376 49,546,342,376資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３０年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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決算対象年度： 平成29年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　　額

経常費用 8,805,082,586
業務費用 5,463,565,616
人件費 1,396,166,415
職員給与費 1,210,256,135
給料 662,486,829
時間外手当 31,247,034
その他職員手当等 516,522,272

賞与等引当金繰入額 109,640,789
退職手当引当金繰入額 -
その他 76,269,491

物件費等 3,911,993,686
物件費 1,662,396,946
維持補修費 609,297,897
減価償却費 1,617,347,705
事業用建物 635,621,072
事業用工作物 30,211,238
事業用船舶 -
事業用浮標等 -
事業用航空機 -
事業用その他 -
インフラ建物 -
インフラ工作物 878,278,048
インフラその他 -
物品 62,368,961
ソフトウェア 10,868,386
その他無形 -

その他 22,951,138
その他の業務費用 155,405,515
支払利息 78,359,992
徴収不能引当金繰入額 38,570,641
その他 38,474,882
費用調整勘定 202,146
その他 38,272,736

移転費用 3,341,516,970
補助金等 1,942,631,162
社会保障給付 691,463,319
他会計への繰出金 705,857,592
その他 1,564,897

経常収益 418,481,366
使用料及び手数料 158,177,044
その他 260,304,322
収益調整勘定 132,167,812
その他 128,136,510

純経常行政コスト △ 8,386,601,220
臨時損失 173,960,988
災害復旧事業費 52,952,700
資産除売却損 121,008,288
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 97,941,714
資産売却益 -
その他 97,941,714

純行政コスト △ 8,462,620,494

行政コスト計算書（会計別)
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成29年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 36,994,530,463 49,605,216,916 △ 12,610,686,453
純行政コスト（△） △ 8,462,620,494 △ 8,462,620,494
財源 7,806,439,240 7,806,439,240
税収等 6,475,150,872 6,475,150,872
地方税 1,521,931,783 1,521,931,783
地方譲与税 65,579,000 65,579,000
税交付金 318,443,000 318,443,000
地方特例交付金 4,759,000 4,759,000
地方交付税 4,232,333,000 4,232,333,000
寄附金 198,139,816 198,139,816
他会計繰入金 14,719,264 14,719,264
その他 119,246,009 119,246,009

国県等補助金 1,331,288,368 1,331,288,368
本年度差額 △ 656,181,254 △ 656,181,254
固定資産の変動（内部変動） △ 670,267,313 670,267,313
有形固定資産等の増加 1,153,085,953 △ 1,153,085,953
有形固定資産等の減少 △ 1,738,355,993 1,738,355,993
貸付金・基金等の増加 668,515,551 △ 668,515,551
貸付金・基金等の減少 △ 753,512,824 753,512,824

資産評価差額 - -
無償所管換等 4,308,317 4,308,317
内部取引 - -
その他 4,153,675 4,153,675
固定資産照合勘定 4,153,675 4,153,675
固定資産売却収入 4,153,675 4,153,675
固定資産連携（売却価額） - -

その他純資産変動 - -
本年度純資産変動額 △ 647,719,262 △ 665,958,996 18,239,734
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 36,346,811,201 48,939,257,920 △ 12,592,446,719

純資産変動計算書（会計別)
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成29年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 7,138,839,126
業務費用支出 3,797,322,156
人件費支出 1,389,529,561
物件費等支出 2,304,871,571
支払利息支出 78,359,992
その他の支出 24,561,032
支出調整勘定 202,146
その他の支出 24,358,886

移転費用支出 3,341,516,970
補助金等支出 1,942,631,162
社会保障給付支出 691,463,319
他会計への繰出支出 705,857,592
その他の支出 1,564,897

業務収入 7,916,237,069
税収等収入 6,471,313,466
国県等補助金収入 1,064,930,176
使用料及び手数料収入 157,957,504
その他の収入 222,035,923
収入調整勘定 132,167,812
その他の収入 89,868,111

臨時支出 52,952,700
災害復旧事業費支出 52,952,700
その他の支出 -

臨時収入 9,779,000
業務活動収支 734,224,243
【投資活動収支】
投資活動支出 1,743,991,953
公共施設等整備費支出 1,153,085,953
基金積立金支出 580,646,000
投資及び出資金支出 300,000
貸付金支出 9,960,000
その他の支出 -

投資活動収入 948,400,103
国県等補助金収入 256,579,192
基金取崩収入 681,114,559
貸付金元金回収収入 6,552,677
資産売却収入 4,153,675
その他の収入 -

投資活動収支 △ 795,591,850
【財務活動収支】
財務活動支出 1,249,633,226
地方債償還支出 1,249,633,226
その他の支出 -

財務活動収入 1,259,192,674
地方債発行収入 1,257,592,000
その他の収入 1,600,674

財務活動収支 9,559,448
本年度資金収支額 △ 51,808,159
一般財源等充当調整額 -
業務活動 -
投資活動 -
財務活動 -

前年度末資金残高 563,301,643
本年度末資金残高 511,493,484

前年度末歳計外現金残高 64,251,923
本年度歳計外現金増減額 4,258,371
本年度末歳計外現金残高 68,510,294
本年度末現金預金残高 580,003,778

資金収支計算書（会計別)
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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）
（
Ｆ

）
調

書
記

載
額

-
-

-
-

-
-

-

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
円

）

出
資

金
額

純
資

産
額

出
資

割
合

（
％

）
実

質
価

額
投

資
損

失
引

当
金

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

資
産

負
債

（
Ｂ

）
-
（
Ｃ

）
資

本
金

（
Ａ

）
/
（
Ｅ

）
（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
計

上
額

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る

（
Ａ

）
（
Ｂ

）
（
Ｃ

）
（
Ｄ

）
（
Ｅ

）
（
Ｆ

）
（
Ｇ

）
（
Ｈ

）
調

書
記

載
額

-
-

-
-

-
-

-
-

-

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
円

）

出
資

金
額

純
資

産
額

出
資

割
合

（
％

）
実

質
価

額
貸

借
対

照
表

計
上

額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

資
産

負
債

（
Ｂ

）
-
（
Ｃ

）
資

本
金

（
Ａ

）
/
（
Ｅ

）
（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
強

制
評

価
減

（
Ａ

）
-
（
Ｈ

）
（
参

考
）
財

産
に

関
す

る

（
Ａ

）
（
Ｂ

）
（
Ｃ

）
（
Ｄ

）
（
Ｅ

）
（
Ｆ

）
（
Ｇ

）
（
Ｈ

）
（
Ｉ）

調
書

記
載

額

三
重

県
農

業
信

用
基

金
協

会
9
8
0
,0

0
0

8
5
,6

0
1
,6

9
0
,2

3
7

8
1
,6

0
5
,4

1
4
,4

9
5

3
,9

9
6
,2

7
5
,7

4
2

3
,9

9
6
,2

7
5
,7

4
2

0
.0

%
9
8
0
,0

0
0

-
9
8
0
,0

0
0

9
8
0
,0

0
0

三
重

県
漁

業
信

用
基

金
協

会
2
1
,2

0
0
,0

0
0

1
6
7
,0

6
4
,2

0
4
,1

2
3

1
3
4
,1

3
1
,6

6
4
,7

7
8

3
2
,9

3
2
,5

3
9
,3

4
5

2
2
,4

9
3
,2

0
0
,0

0
0

0
.1

%
2
1
,2

0
0
,0

0
0

-
2
1
,2

0
0
,0

0
0

2
1
,2

0
0
,0

0
0

三
重

県
松

阪
食

肉
公

社
5
,3

5
0
,0

0
0

7
8
8
,8

4
2
,4

9
7

2
0
4
,7

2
2
,5

0
8

5
8
4
,1

1
9
,9

8
9

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.9

%
5
,3

5
0
,0

0
0

-
5
,3

5
0
,0

0
0

5
,3

5
0
,0

0
0

森
林

組
合

お
わ

せ
1
2
,5

0
5
,0

0
0

3
9
3
,7

8
7
,6

6
1

1
6
9
,3

8
1
,2

3
1

2
2
4
,4

0
6
,4

3
0

2
2
4
,4

0
6
,4

3
0

5
.6

%
1
2
,5

0
5
,0

0
0

-
1
2
,5

0
5
,0

0
0

1
2
,5

0
5
,0

0
0

全
国

遠
洋

沖
合

漁
業

信
用

基
金

協
会

2
6
,7

0
0
,0

0
0

3
8
,5

8
0
,6

0
6
,9

3
1

2
6
,6

8
4
,7

3
6
,5

2
2

1
1
,8

9
5
,8

7
0
,4

0
9

8
,7

1
2
,9

5
0
,0

0
0

0
.2

%
2
6
,7

0
0
,0

0
0

-
2
6
,7

0
0
,0

0
0

2
6
,7

0
0
,0

0
0

海
山

物
産

株
式

会
社

8
,0

0
0
,0

0
0

4
2
,6

7
5
,4

6
9

4
,0

6
0
,2

8
3

3
8
,6

1
5
,1

8
6

3
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
.7

%
8
,0

0
0
,0

0
0

-
8
,0

0
0
,0

0
0

8
,0

0
0
,0

0
0

伊
勢

鉄
道

株
式

会
社

5
,0

5
0
,0

0
0

8
6
1
,1

5
2
,5

6
4

1
6
0
,9

7
8
,7

9
9

7
0
0
,1

7
3
,7

6
5

3
6
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.7

%
5
,0

5
0
,0

0
0

-
5
,0

5
0
,0

0
0

5
,0

5
0
,0

0
0

株
式

会
社

Ｚ
Ｔ
Ｖ

1
0
0
,0

0
0

3
4
,9

8
9
,0

0
0

2
0
,9

9
4
,1

8
3

1
3
,9

9
4
,8

1
7

1
,0

7
0
,4

0
0
,0

0
0

0
.7

%
1
0
0
,0

0
0

-
1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

紀
伊

長
島

レ
ク

リ
ェ

ー
シ

ョ
ン

都
市

開
発

株
式

会
社

6
,4

5
0
,0

0
0

5
1
,7

4
2
,7

0
0

8
,8

3
2
,9

4
4

4
2
,9

0
9
,7

5
6

4
3
,0

0
0
,0

0
0

1
5
.0

%
6
,4

5
0
,0

0
0

-
6
,4

5
0
,0

0
0

6
,4

5
0
,0

0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

1
,0

0
0
,0

0
0

2
4
,7

5
5
,8

2
9
,0

0
0
,0

0
0

2
4
,4

8
8
,4

0
1
,0

0
0
,0

0
0

2
6
7
,4

2
8
,0

0
0
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

%
1
,0

0
0
,0

0
0

-
1
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

三
重

県
水

産
振

興
事

業
団

2
4
,7

6
0
,0

0
0

5
,9

2
1
,6

7
1
,4

1
7

5
2
0
,6

1
2
,6

3
0

5
,4

0
1
,0

5
8
,7

8
7

3
,4

3
8
,3

4
6
,7

3
4

0
.5

%
2
4
,7

6
0
,0

0
0

-
2
4
,7

6
0
,0

0
0

2
4
,7

6
0
,0

0
0

三
重

県
信

用
保

証
協

会
1
9
,0

4
5
,0

0
0

3
4
1
,9

3
7
,0

5
0
,5

6
6

3
0
6
,9

1
2
,0

7
0
,8

0
7

3
5
,0

2
4
,9

7
9
,7

5
9

2
6
,7

1
3
,6

3
9
,6

2
0

0
.1

%
1
9
,0

4
5
,0

0
0

-
1
9
,0

4
5
,0

0
0

1
9
,0

4
5
,0

0
0

三
重

県
漁

業
操

業
安

全
協

会
3
4
0
,0

0
0

1
8
4
,7

6
0
,4

8
8

0
1
8
4
,7

6
0
,4

8
8

1
6
8
,0

0
0
,0

0
0

0
.2

%
3
4
0
,0

0
0

-
3
4
0
,0

0
0

3
4
0
,0

0
0

三
重

県
救

急
医

療
情

報
セ

ン
タ

ー
1
6
0
,0

0
0

4
3
,3

9
7
,0

4
6

1
1
,7

5
3
,4

3
8

3
1
,6

4
3
,6

0
8

1
0
,5

2
0
,0

0
0

0
.5

%
1
6
0
,0

0
0

-
1
6
0
,0

0
0

1
6
0
,0

0
0

三
重

県
緑

化
推

進
協

会
1
,1

3
5
,7

2
6

3
7
9
,2

1
9
,9

8
0

5
,4

3
0
,6

1
8

3
7
3
,7

8
9
,3

6
2

3
2
5
,7

0
1
,9

6
3

0
.3

%
1
,1

3
5
,7

2
6

-
1
,1

3
5
,7

2
6

1
,1

3
5
,7

2
6

三
重

県
国

際
交

流
財

団
1
,5

7
2
,0

0
0

7
2
8
,0

9
0
,9

3
1

9
,0

1
6
,4

9
9

7
1
9
,0

7
4
,4

3
2

5
3
8
,1

0
8
,9

0
8

0
.2

%
1
,5

7
2
,0

0
0

-
1
,5

7
2
,0

0
0

1
,5

7
2
,0

0
0

三
重

県
農

林
水

産
支

援
セ

ン
タ

ー
2
,3

5
2
,0

0
0

2
,5

3
1
,6

3
7
,8

2
9

5
5
9
,4

9
4
,7

9
9

1
,9

7
2
,1

4
3
,0

3
0

1
,9

7
2
,1

4
3
,0

3
0

0
.1

%
2
,3

5
2
,0

0
0

-
2
,3

5
2
,0

0
0

2
,3

5
2
,0

0
0

暴
力

追
放

三
重

県
民

セ
ン

タ
ー

3
,1

4
5
,4

0
0

1
,0

8
2
,1

8
3
,2

8
9

4
3
4
,7

6
9

1
,0

8
1
,7

4
8
,5

2
0

1
,0

5
8
,1

0
0
,0

0
0

0
.3

%
3
,1

4
5
,4

0
0

-
3
,1

4
5
,4

0
0

3
,1

4
5
,4

0
0

三
重

県
環

境
保

全
事

業
団

4
2
6
,9

0
0

1
0
,2

0
6
,3

9
1
,6

0
1

6
,2

7
3
,7

8
9
,8

8
0

3
,9

3
2
,6

0
1
,7

2
1

9
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.0

%
4
2
6
,9

0
0

-
4
2
6
,9

0
0

4
2
6
,9

0
0

三
重

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
5
4
,1

5
0

2
,4

7
6
,7

1
6
,8

0
9

7
0
8
,0

8
3
,1

0
3

1
,7

6
8
,6

3
3
,7

0
6

1
,7

6
8
,6

3
3
,7

0
6

0
.0

%
5
4
,1

5
0

-
5
4
,1

5
0

5
4
,1

5
0

地
域

活
性

化
セ

ン
タ

ー
4
2
0
,0

0
0

4
,3

4
4
,6

0
6
,2

2
2

1
4
7
,5

3
9
,4

8
6

4
,1

9
7
,0

6
6
,7

3
6

4
,1

9
7
,0

6
6
,7

3
6

0
.0

%
4
2
0
,0

0
0

-
4
2
0
,0

0
0

4
2
0
,0

0
0

1
4
0
,7

4
6
,1

7
6

2
5
,4

1
9
,0

8
4
,4

1
7
,3

6
0

2
5
,0

4
6
,5

4
0
,0

1
1
,7

7
2

3
7
2
,5

4
4
,4

0
5
,5

8
8

7
8
,1

3
7
,0

9
4
,8

6
9

-
1
4
0
,7

4
6
,1

7
6

-
1
4
0
,7

4
6
,1

7
6

1
4
0
,7

4
6
,1

7
6

合
計

相
手

先
名

銘
柄

名

-

相
手

先
名

-
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

合
計

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

調
書

記
載

額
　

千
円

財
政

調
整

基
金

2,
01

8,
94

0,
72

0
-

-
-

2
,0

1
8
,9

4
0
,7

2
0

2
,0

1
8
,9

4
1

減
債

基
金

1,
43

1,
39

4,
57

7
-

-
-

1
,4

3
1
,3

9
4
,5

7
7

1
,4

3
1
,3

9
5

地
域

振
興

基
金

4,
28

2,
19

4
1,

24
9,

94
8,

00
0

-
-

1
,2

5
4
,2

3
0
,1

9
4

1
,2

5
4
,2

3
0

庁
舎

等
改

築
及

び
改

修
基

金
29

,5
11

,6
75

-
-

-
2
9
,5

1
1
,6

7
5

2
9
,5

1
2

地
域

づ
く
り

事
業

基
金

49
3,

17
5,

16
3

-
-

-
4
9
3
,1

7
5
,1

6
3

4
9
3
,1

7
5

人
材

育
成

基
金

24
,6

34
,5

43
-

-
-

2
4
,6

3
4
,5

4
3

2
4
,6

3
5

福
祉

事
業

基
金

3,
18

7,
94

0
-

-
-

3
,1

8
7
,9

4
0

3
,1

8
8

紀
北

町
立

養
護

老
人

ホ
ー

ム
赤

羽
寮

基
金

3,
28

3,
46

6
-

-
-

3
,2

8
3
,4

6
6

3
,2

8
3

環
境

衛
生

施
設

整
備

基
金

50
0,

71
0,

34
3

-
-

-
5
0
0
,7

1
0
,3

4
3

5
0
0
,7

1
1

中
山

間
地

域
活

性
化

推
進

基
金

1,
00

0
-

-
-

1
,0

0
0

1

中
山

間
ふ

る
さ

と
水

と
土

保
全

基
金

18
,2

94
,0

02
-

-
-

1
8
,2

9
4
,0

0
2

1
8
,2

9
4

町
営

住
宅

整
備

事
業

基
金

13
,2

35
,8

51
-

-
-

1
3
,2

3
5
,8

5
1

1
3
,2

3
5

港
湾

施
設

整
備

基
金

10
,2

16
,0

88
-

-
-

1
0
,2

1
6
,0

8
8

1
0
,2

1
6

育
英

基
金

【運
用

注
意

】
17

,4
33

,8
21

-
-

-
1
7
,4

3
3
,8

2
1

1
7
,4

3
4

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

21
2,

29
2,

37
9

-
-

-
2
1
2
,2

9
2
,3

7
9

2
1
2
,2

9
2

交
通

安
全

対
策

事
業

基
金

64
,8

77
-

-
-

6
4
,8

7
7

6
5

紀
北

町
み

え
森

と
緑

の
県

民
税

市
町

交
付

金
基

金
0

-
-

-
0

0

土
地

開
発

基
金

(定
額

運
用

基
金

)
20

8,
58

3,
22

3
-

11
8,

95
9
,0

7
4

-
3
2
7
,5

4
2
,2

9
7

2
0
8
,5

8
3

4,
98

9,
24

1,
86

2
1,

24
9,

94
8,

00
0

11
8,

95
9
,0

7
4

-
6
,3

5
8
,1

4
8
,9

3
6

6
,2

3
9
,1

9
0

⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

（
参

考
）

徴
収

不
能

引
当

金
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
計

上
額

46
,4

65
,7

00
0

6,
22

0
,4

0
0

0
5
2
,6

8
6
,1

0
0

46
,4

65
,7

00
0

6,
22

0
,4

0
0

0
5
2
,6

8
6
,1

0
0

そ
の

他
の

貸
付

金

　
奨

学
金

貸
付

金

合
計

合
計

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

貸
付

金
計

貸
借

対
照

表
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（単
位

：円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

【貸
付

金
】

【貸
付

金
】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
災

害
援

護
資

金
貸

付
金

奨
学

金
貸

付
奨

学
金

貸
付

【未
収

金
】

【未
収

金
】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

町
民

税
個

人
町

民
税

個
人

法
人

法
人

固
定

資
産

税
固

定
資

産
税

軽
自

動
車

税
軽

自
動

車
税

6
3
6
.6

3 0
3
4
9
.7

7 0

4E
+0

7
3E

+0
6

9E
+0

6
32

11
86

1E
+0

7
1E

+0
7

2E
+0

6
59

74
73

3E
+0

7
3E

+0
6

0
.8

0
8
8
0
2
5
0
1
0
6
0
5
6
7
0
0
0

0
.1

9
1
1
9
7
4
9
8
9
3
9
4
3
3
0
0
0

1,
97

4,
80

0
32

1,
18

6
4
1
3
,9

0
0

2,
82

5,
78

0
59

7,
47

3
2
,2

6
9
,0

0
0

小
計

45
,7

01
,6

89
14

,9
87

,6
10

小
計

2
5
,5

4
6
,4

7
4

9
9
6

9
9
6

合
計

92
,7

61
,4

05
14

,9
87

,6
10

合
計

2
7
,0

8
1
,6

7
4

0

14
,5

15
,5

54
2,

70
6,

45
3

9
,8

2
2
,5

7
4

6
3
7

26
,3

85
,5

55
11

,3
62

,4
99

1
3
,0

4
1
,0

0
0

3
5
00

小
計

47
,0

59
,7

16
0

小
計

1
,5

3
5
,2

0
0

0

38
,0

62
,0

16
0

0
0

8,
99

7,
70

0
0

1
,5

3
5
,2

0
0

0

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

-15-



（２
）負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（借
入

先
別

）の
明

細 14
2,

96
4,

55
6

74
,7

47
,5

74

47
,3

06
,1

97

21
8,

76
4,

39
6

4,
32

0,
39

7,
49

6

2,
78

1,
66

5,
29

2

4,
18

6,
77

2,
67

3

64
,1

10
,7

29

0

11
,8

36
,7

28
,9

13

一
般

公
共

事
業

45
,2

94
,4

15
14

2,
96

4,
55

6

市
中

銀
行

そ
の

他

金
融

機
関

そ
の

他

【通
常

分
】

種
類

政
府

資
金

地
方

債
残

高

う
ち

1
年

内
償

還
予

定

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

災
害

復
旧

10
,0

65
,7

33
46

,8
81

,1
97

4
2
5
,0

0
0

公
営

住
宅

建
設

18
,6

93
,7

81
57

,8
67

,7
54

16
,8

79
,8

20

一
般

単
独

43
2,

60
3,

88
7

61
,8

23
,9

94
8
9
4
,0

0
4
,0

0
2

2
,5

6
4
,0

6
2
,0

0
0

教
育

・福
祉

施
設

45
,8

44
,5

57
21

3,
64

4,
39

6
5
,1

2
0
,0

0
0

8
0
0
,5

0
7
,5

0
0

【特
別

分
】

そ
の

他
33

3,
65

2,
88

4
2,

54
5,

42
2,

76
3

23
6,

24
2,

52
9

0

減
税

補
て

ん
債

18
,3

28
,0

32
64

,1
10

,7
29

臨
時

財
政

対
策

債
32

3,
69

9,
52

4
3,

30
6,

02
1,

05
2

68
5,

05
0,

05
0

1
5
,1

2
5
,9

7
4

1
8
0
,5

7
5
,5

9
7

（
単

位
：
円

）

1,
22

8,
18

2,
81

3
6,

43
8,

73
6,

44
1

93
8,

17
2,

39
9

9
1
4
,2

4
9
,9

7
6

9
8
1
,5

0
8
,0

9
7

2
,5

6
4
,0

6
2
,0

0
0

そ
の

他

-16-



②
地

方
債

（利
率

別
）の

明
細

（
単

位
：
円

）

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

10
,8

91
,3

72
,1

19
80

8,
60

2,
03

2
19

,1
84

,0
83

86
,1

55
,2

58
31

,4
15

,4
21

0
0

0
.5

8
%

1
1
,4

0
3
,7

3
3
,9

9
5

③
地

方
債

（返
済

期
間

別
）の

明
細

（
単

位
：
円

）

23
3,

40
0,

00
0

0
0

0
35

,8
20

,0
00

3
,2

2
8
,3

6
5
,9

0
1

4
,5

8
4
,3

9
0
,4

8
9

3
,3

2
1
,7

5
7
,6

0
5

4
3
2
,9

9
4
,9

1
8

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
円

）

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.

0％
以

下

11
,8

36
,7

28
,9

13

2.
0％

超
2.

5％
以

下
2.

5％
超

3.
0％

以
下

3.
0％

超
3.

5％
以

下
地

方
債

残
高

－

契
約

条
項

の
概

要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

地
方

債
残

高
1年

以
内

1年
超

2年
以

内
2年

超
3年

以
内

3年
超

4年
以

内
4年

超
5年

以
内

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高

該
当

な
し

5
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

11
,8

36
,7

28
,9

13
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

徴
収

不
能

引
当

金
（固

定
資

産
）

徴
収

不
能

引
当

金
（流

動
資

産
）

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金区

分
前

年
度

末
残

高
本

年
度

増
加

額

1,
51

3,
11

2

1,
27

9,
48

6,
66

3

10
3,

00
3,

93
5

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

10
9,

64
0,

78
9

25
3,

10
7,

63
0

56
,3

12
,4

32
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-

14
3,

46
6,

84
1

目
的

使
用

そ
の

他

38
7,

24
9,

4
2
8

-
1
,3

0
6
,1

7
4
,3

4
4

合
計

1,
44

0,
31

6,
14

2

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高

10
3,

00
3,

9
3
5

-

1
4
,9

8
7
,6

1
0

9
9
6

1
,1

8
1
,5

4
4
,9

4
9

1
0
9
,6

4
0
,7

8
9

1,
51

2,
1
1
6

-

24
1,

40
8,

5
5
5

-

41
,3

24
,8

2
2

-18-



２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
円

）
金

額
支

出
目

的
他

団
体

へ
の

公
共

施
設

等
整

備
補

助
金

三
重

県
地

域
交

通
体

系
整

備
基

金
市

町
負

担
金

三
重

県
4
,7

3
1
,0

0
0

（
所

有
外

資
産

分
）

東
紀

州
地

域
振

興
事

業
負

担
金

（
観

光
D

M
O

推
進

事
業

負
担

金
）

三
重

県
2
,8

5
4
,0

0
0

中
山

間
地

域
総

合
対

策
事

業
負

担
金

三
重

県
2
,2

6
5
,0

0
0

急
傾

斜
地

崩
壊

対
策

事
業

三
重

県
1
4
,3

9
3
,3

5
5

港
湾

改
修

地
元

負
担

金
三

重
県

6
,0

9
2
,9

0
0

国
補

港
湾

改
修

事
業

費
三

重
県

3
,2

8
4
,3

0
0

漁
業

振
興

対
策

整
備

事
業

1
1
,3

9
5
,0

0
0

紀
北

町
民

間
児

童
福

祉
施

設
耐

震
診

断
事

業
費

補
助

金
補

助
対

象
者

1
7
6
,0

0
0

地
域

介
護

・
福

祉
空

間
整

備
事

業
補

助
金

民
間

事
業

者
4
7
8
,0

0
0

紀
北

町
木

造
住

宅
建

築
促

進
事

業
補

助
金

補
助

対
象

者
6
7
8
,2

0
0

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
補

助
金

補
助

対
象

者
8
,1

0
4
,0

0
0

通
常

ご
み

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

更
新

等
助

成
金

自
治

会
1
,1

8
6
,8

0
0

街
路

灯
新

設
事

業
助

成
金

自
治

会
5
6
2
,4

4
0

5
6
,2

0
0
,9

9
5

　
そ

の
他

の
補

助
金

等
紀

北
町

社
会

福
祉

協
議

会
助

成
事

業
補

助
金

7
9
,8

2
2
,0

0
0

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

対
策

事
業

費
補

助
金

N
P

O
法

人
9
,8

3
2
,5

0
0

保
育

所
委

託
運

営
費

私
立

保
育

所
3
7
4
,6

0
2
,0

4
0

紀
北

町
公

的
病

院
等

運
営

費
補

助
金

回
生

病
院

5
0
,0

0
0
,0

0
0

救
急

医
療

体
制

事
業

負
担

金
尾

鷲
総

合
病

院
1
7
,5

2
8
,6

4
0

紀
北

町
自

主
防

災
会

活
動

補
助

金
自

治
会

3
,4

3
6
,5

3
6

小
規

模
経

営
改

善
普

及
事

業
補

助
金

1
1
,6

2
0
,0

0
0

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

観
光

振
興

事
業

費
補

助
金

紀
北

町
観

光
協

会
臨

時
福

祉
給

付
金

（
経

済
対

策
分

）
補

助
対

象
者

6
6
,6

6
0
,0

0
0

三
重

紀
北

S
E
A

 T
O

 S
U

M
M

IT
実

行
委

員
会

補
助

金
3
,0

0
0
,0

0
0

新
規

就
農

者
総

合
支

援
事

業
費

補
助

金
補

助
対

象
者

3
,7

5
0
,0

0
0

じ
ん

臓
機

能
障

が
い

者
通

院
交

通
費

補
助

金
補

助
対

象
者

2
,2

4
9
,5

0
0

紀
北

町
子

育
て

支
援

学
校

給
食

費
補

助
金

　
補

助
対

象
者

4
,2

3
6
,9

5
0

一
部

事
務

組
合

・
広

域
連

合
負

担
金

6
団

体
1
,0

1
2
,2

3
5
,2

0
8

そ
の

他
2
4
7
,4

5
6
,7

9
3

1
,8

8
6
,4

3
0
,1

6
7

1
,9

4
2
,6

3
1
,1

6
2

区
分

名
称

相
手

先

計 計

三
重

外
湾

漁
業

協
同

組
合

合
計

紀
北

町
社

会
福

祉
協

議
会

み
え

熊
野

古
道

商
工

会

三
重

紀
北

S
E
A

 T
O

 S
U

M
M

IT
実

行
委

員
会
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３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：
円

）

地
方

税

地
方

譲
与

税

利
子

割
交

付
金

配
当

割
交

付
金

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金

地
方

消
費

税
交

付
金

自
動

車
取

得
税

地
方

特
例

交
付

金

地
方

交
付

税

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金

そ
の

他

国
庫

支
出

金

都
道

府
県

等
支

出
金

国
庫

支
出

金

都
道

府
県

等
支

出
金

1
,3

3
1
,2

8
8
,3

6
8

4
6
5
,7

0
0
,9

5
5

1
,0

7
4
,7

0
9
,1

7
6

金
額

1
,3

4
7
,0

0
0

2
5
6
,5

7
9
,1

9
2

6
0
9
,0

0
8
,2

2
1

1
8
9
,1

2
5
,0

0
0

6
7
,4

5
4
,1

9
2

財
源

の
内

容

一
般

会
計

小
計

小
計

国
県

等
補

助
金

会
計

区
分

税
収

等

資
本

的

合
計

7
,8

0
6
,4

3
9
,2

4
0

1
,5

2
1
,9

3
1
,7

8
3

6
5
,5

7
9
,0

0
0

3
,6

1
1
,0

0
0

9
,0

0
0
,0

0
0

8
,8

5
5
,0

0
0

2
7
2
,9

3
1
,0

0
0

2
4
,0

4
6
,0

0
0

4
,7

5
9
,0

0
0

計計

3
3
0
,7

5
8
,0

8
9

6
,4

7
5
,1

5
0
,8

7
2

経
常

的

4
,2

3
2
,3

3
3
,0

0
0
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（２
）財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：
円

）

国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

8,
46

2,
62

0,
49

4
1,

07
4,

70
9,

17
6

26
5,

49
2,

0
0
0

4
,5

9
6
,7

1
9
,3

3
9

2
,5

2
5
,6

9
9
,9

7
9

1,
15

3,
08

5,
95

3
25

6,
57

9,
19

2
43

0,
69

2,
0
0
0

4
,1

5
3
,6

7
5

4
6
1
,6

6
1
,0

8
6

63
1,

19
7,

30
9

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
6
2
4
,6

4
4
,6

3
2

6
,5

5
2
,6

7
7

4,
15

3,
67

5
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
4
,1

5
3
,6

7
5

10
,2

51
,0

57
,4

31
1,

33
1,

28
8,

36
8

69
6,

18
4,

0
0
0

5
,2

2
5
,5

1
7
,6

4
6

2
,9

9
8
,0

6
7
,4

1
7

４
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）資

金
の

明
細

（単
位

：円
）

本
年

度
末

残
高

- 51
1,

49
3,

48
4

- 51
1,

49
3,

48
4

区
分

金
額

内
訳

現
金

要
求

払
預

金

短
期

投
資

合
計

純
行

政
コ

ス
ト

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

貸
付

金
・基

金
等

の
増

加

そ
の

他

合
計

種
類

-21-



一般会計等財務書類 注記 

 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・・・・・・・別紙「固定資産開始時簿価算定に係る会計方針」 

②無形固定資産・・・・・・・・・別紙「固定資産開始時簿価算定に係る会計方針」 

 （２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

    ①出資金 

     ア 市場価格のあるもの・・・・・該当なし 

     イ 市場価格のないもの・・・・・出資金額 

      ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当 

の減額を行うこととしております。 

なお、出資金の価値の低下割合が 30％以上である場合には、「著しく低下したとき」に 

該当するものとしております。 

 （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    該当なし 

 （４）有形固定資産等の減価償却の方法 

    ①有形固定資産・・・・・・・・・別紙「固定資産開始時簿価算定に係る会計方針」 

    ②無形固定資産・・・・・・・・・別紙「固定資産開始時簿価算定に係る会計方針」 

 （５）引当金の計上基準及び算定方法 

    ①投資損失引当金・・・・・・・・該当なし 

②徴収不能引当金 

     未収金、長期延滞債権については、過去 3年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額 

を計上しています。 

    ③退職手当引当金 

     地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額にかかる負担見込額算定方法に従って 

    おります。 

    ④損失補償等引当金・・・・・・該当なし 

    ⑤賞与等引当金 

     翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込 

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 （６）リース取引の処理方法 

    ①ファイナンス・リース取引 

 ア 所有権移転ファイナンス・リース（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総 

  額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

      ・・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

     イ ア以外のファイナンス・リース取引 

      ・・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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②オペレーティング・リース取引 

      ・・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 （７）資金収支計算書における資金の範囲 

    現金及び現金同等物（紀北町資金管理運用方針において、歳計現金等の保管方法として規定 

した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを 

含んでいます。 

 （８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

    ①物品及びソフトウェアの計上基準 

     物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産 

    として計上しています。 

     ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

    ②歳計外現金 

     財務会計システムの都合上、特別会計における歳計外現金については一般会計に計上して 

    います。 

２ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

    ・一般会計 

   ※国保、介護、後期高齢者特別会計及び公営企業会計については該当いたしません。 

   （地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 2条） 

   ②地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整 

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおり 

です。 

 

 

 

④利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額・・・・・5,764千円 

⑤繰越事業に係る将来の支出予定額・・・・・・・52,507千円 

 （２）貸借対照表に係る事項 

    ①地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額 

に含まれることが見込まれる金額・・・・・・9,901,981千円 

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとお 

りです。 

将来負担額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,040,815千円 

充当可能基金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,966,668千円 

特定財源見込額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・74,747千円 

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額・・・・・10,136,604千円 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 7.0 － 
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元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額・・・・9,901,981千円 

標準財政規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,026,808千円 

 （３）純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び剰余分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

②剰余分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 （５）資金収支計算書に係る事項 

   ①基礎的財政収支・・・・・・・・114,732,393円 

   ②既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 10,696,910,489円 10,185,417,005円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 － － 

繰越金に伴う差額 563,301,643円 － 

内部相殺 － － 

資金収支計算書 10,133,608,846円 10,185,417,005円 

   ③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

    業務活動収支 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・734,224,243円 

    投資活動収入の国県等補助金収入 ・・・・・・・・・・256,579,192円 

    未収債権、未払債務等の増加（減少）・・・・・・・・△333,486,382円 

    減価償却費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・△1,617,347,705円 

    賞与等引当金繰入額 ・・・・・・・・・・・・・・・・109,640,789円 

    退職手当引当金繰入額 ・・・・・・・・・・・・・・・   － 

    徴収不能引当金繰入額 ・・・・・・・・・・・・・･・・38,570,641円 

    資産除売却（損）・・・・・・・・・・・・・・・・・・121,008,288円 

   純資産変動計算書の本年度差額・・・・・・・・・・・・△690,810,934円 

  ④一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

       一時借入金の限度額・・・・・1,000,000千円 

       一時借入金に係る利子額・・・・・・・0千円 

-24-



（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 53,569,753,372 固定負債 11,643,635,676
有形固定資産 46,110,051,954 地方債等 9,410,943,793
事業用資産 23,041,810,137 長期未払金 -
土地 5,669,057,570 退職手当引当金 1,181,544,949
立木竹 7,766,747,351 損失補償等引当金 -
建物 28,850,999,981 その他 1,051,146,934
建物減価償却累計額 △ 19,744,156,143 流動負債 4,038,083,370
工作物 1,583,665,772 １年内償還予定地方債等 3,845,120,007
工作物減価償却累計額 △ 1,093,537,538 未払金 7,549,749
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 125,420,062
航空機 - 預り金 59,993,552
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 47,400 15,681,719,046
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 8,985,744 固定資産等形成分 55,703,464,580

インフラ資産 22,322,518,779 余剰分（不足分） △ 14,662,299,271
土地 331,739,440 他団体出資等分 -
建物 517,567,709
建物減価償却累計額 △ 236,251,052
工作物 48,845,880,226
工作物減価償却累計額 △ 28,336,964,783
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 1,200,547,239

物品 3,739,666,035
物品減価償却累計額 △ 2,993,942,997

無形固定資産 49,173,938
ソフトウェア 36,485,938
その他 12,688,000

投資その他の資産 7,410,527,480
投資及び出資金 140,746,176
有価証券 19,600,000
出資金 67,435,000
その他 53,711,176

長期延滞債権 195,369,059
長期貸付金 34,991,612
基金 7,122,585,177
減債基金 1,431,394,577
その他 5,691,190,600

その他 15,314,890
徴収不能引当金 △ 98,479,434

流動資産 3,153,130,983
現金預金 956,330,639
未収金 55,739,680
短期貸付金 17,694,488
基金 2,116,016,720
財政調整基金 2,116,016,720
減債基金 -

棚卸資産 7,983,681
その他 -
徴収不能引当金 △ 634,225

繰延資産 - 41,041,165,309

56,722,884,355 56,722,884,355資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

経常費用 11,979,317,502
業務費用 6,107,250,933
人件費 1,576,810,153
職員給与費 1,361,468,980
賞与等引当金繰入額 124,854,939
退職手当引当金繰入額 -
その他 90,486,234

物件費等 4,294,804,439
物件費 1,836,139,843
維持補修費 619,794,773
減価償却費 1,815,869,945
その他 22,999,878

その他の業務費用 235,636,341
支払利息 105,546,295
徴収不能引当金繰入額 53,860,340
その他 76,229,706

移転費用 5,872,066,569
補助金等 5,179,038,353
社会保障給付 691,463,319
その他 1,564,897

経常収益 1,130,951,087
使用料及び手数料 475,714,204
その他 655,236,883

純経常行政コスト △ 10,848,366,415
臨時損失 174,040,344
災害復旧事業費 52,952,700
資産除売却損 121,008,288
損失補償等引当金繰入額 -
その他 79,356

臨時利益 98,163,648
資産売却益 -
その他 98,163,648

純行政コスト △ 10,924,243,111

全体行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 41,373,132,052 56,338,533,634 △ 14,965,401,582 -
純行政コスト（△） △ 10,924,243,111 △ 10,924,243,111 -
財源 10,583,814,376 10,583,814,376 -
税収等 6,953,190,870 6,953,190,870 -
国県等補助金 3,630,623,506 3,630,623,506 -

本年度差額 △ 340,428,735 △ 340,428,735 -
固定資産の変動（内部変動） △ 639,377,371 639,377,371
有形固定資産等の増加 1,155,596,953 △ 1,155,596,953
有形固定資産等の減少 △ 1,745,253,525 1,745,253,525
貸付金・基金等の増加 748,411,408 △ 748,411,408
貸付金・基金等の減少 △ 798,132,207 798,132,207

資産評価差額 - -
無償所管換等 4,308,317 4,308,317
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 4,153,675 4,153,675
本年度純資産変動額 △ 331,966,743 △ 635,069,054 303,102,311 -
本年度末純資産残高 41,041,165,309 55,703,464,580 △ 14,662,299,271 -

全体純資産変動計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 10,158,885,832
業務費用支出 4,228,940,920
人件費支出 1,569,842,777
物件費等支出 2,481,663,948
支払利息支出 105,546,295
その他の支出 71,887,900

移転費用支出 5,929,944,912
補助金等支出 5,179,038,353
社会保障給付支出 691,463,319
その他の支出 59,443,240

業務収入 11,438,712,631
税収等収入 6,945,576,797
国県等補助金収入 3,364,265,314
使用料及び手数料収入 475,494,664
その他の収入 653,375,856

臨時支出 53,032,056
災害復旧事業費支出 52,952,700
その他の支出 79,356

臨時収入 10,000,934
業務活動収支 1,236,795,677
【投資活動収支】
投資活動支出 2,041,832,417
公共施設等整備費支出 1,353,850,417
基金積立金支出 677,722,000
投資及び出資金支出 300,000
貸付金支出 9,960,000
その他の支出 -

投資活動収入 1,015,419,156
国県等補助金収入 302,905,175
基金取崩収入 697,733,559
貸付金元金回収収入 6,552,677
資産売却収入 4,153,675
その他の収入 4,074,070

投資活動収支 △ 1,026,413,261
【財務活動収支】
財務活動支出 1,379,818,528
地方債等償還支出 1,379,818,528
その他の支出 -

財務活動収入 1,240,992,674
地方債等発行収入 1,239,392,000
その他の収入 1,600,674

財務活動収支 △ 138,825,854
本年度資金収支額 71,556,562
前年度末資金残高 824,780,525
本年度末資金残高 896,337,087

前年度末歳計外現金残高 64,251,923
本年度歳計外現金増減額 △ 4,258,371
本年度末歳計外現金残高 59,993,552
本年度末現金預金残高 956,330,639

全体資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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総則 

 

１．目的 

 本会計方針は、統一的な財務書類等の作成基準（以下「統一的な基準」）に基づき開始貸借対

照表を作成する際に必要となる適切な固定資産評価額を把握するために作成される固定資産台

帳の整備を統一的に運用することを目的としている。 

 

 

２．固定資産の定義 

固定資産とは、販売目的でなくかつ継続的に地方自治体で使用することを目的とする財産のこ

とをいう。固定資産は流動資産と共に「資産」を構成する。 

 

 

３．取得原価、一単位の区分、耐用年数 

取得原価、一単位の区分、耐用年数は、固定資産の勘定科目ごとに設定する。下記＜勘定科目

別評価方法＞を参照。 

 有形固定資産の取得価額は、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、「企業会計原則」

第三－五－Ｄに準拠して、原則として当該資産の引取費用等の付随費用を含めて算定した金額と

する。 

 

 

４．資本的支出と修繕費の区分 

 固定資産のうち、償却資産に対して修繕等を行った場合は、修繕等に係る支出が当該償却資産

の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるかどうかを判断し、認めら

れる部分に対応する金額を資本的支出（固定資産の取得時及び取得後の支出のうち、当該資産の

取得価額に加えるべき支出）として資産に計上する。具体的な判断は、下記の表でまとめた「法

人税基本通達」第７章第８節の例示を参考にする。区分が不明な場合は、同通達に基づき、①金

額が６０万円未満の場合、または②固定資産の取得価額等のおおむね１０％相当額以下である場

合には、修繕費として取り扱うこととする。 

また、既存の償却資産に対して行った資本的支出については、その支出金額を固有の取得価額

として、既存の償却資産と種類及び耐用年数を同じくする別個の資産を新規に取得したものとし

て、その種類と耐用年数に応じて減価償却を行っていくこととする。 
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５．減価償却方法 

償却対象の固定資産については、毎会計年度において減価償却を行うものとし、減価償却は、

種類の区分ごとに定額法によって行うものとする。なお、開始時の道路、河川及び水路に係る減

価償却につき、資産の構成部分ごとの把握が困難な場合等においては、簡便的な減価償却の方法

として、道路等の類似した一群の資産を一体として総合償却する方法を採用する。また、取替法

については今後の検討課題とし、当面は適用しない。 

償却資産の各会計年度の減価償却額は、当該固定資産の当該会計年度期首における取得価額等

に、耐用年数に応じた償却率を乗じて算出した金額とする。償却資産に係る耐用年数及び償却率

については、原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１

５号。以下、「耐用年数省令」とする。）に従うこととし、端数が生じた場合においては、１円未

満を切り捨てる。 

なお、減価償却資産について取得日が不明な場合、取得日を昭和５５（１９８０）年４月１日

とみなして計算することとした。 
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＜勘定科目別評価方法＞ 

１．土地 

（１）取得原価 

原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、道路、河川及び水路

の敷地のうち、事業費が不明なものは、原則として備忘価額１円とする。それ以外に事業費等が

不明な場合については、課税地における大字及び地目別に算定した平均単価に面積を乗じて算定

した額とする。 

（２）一単位の区分 

 「筆」を基本として適宜定める。 

（３）耐用年数 

非償却資産であるため、耐用年数は考えない。 

 

 

２．建物 

（１）取得原価 

原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なも

のについては、共済基準額とする。共済基準額が無いものについては、延べ床面積に「資産評価

及び固定資産台帳整備の手引き」（以下、「手引き」とする。）別紙７建物に係る構造・用途別単

価に基づく延べ床面積当たりの単価を乗じて算定した額とする。 

（２）一単位の区分 

 「棟」を基本として適宜定める。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、原則として、耐用年数省令を参考にして決定する。 

 

 

３．建物付属設備 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なも

のについては、次のとおりとする。 

建物との区分が困難な場合については、建物本体と一体とみなし建物の評価額に含め、建物付

属設備については、備忘価額として 1円とする。 

なお、平成２７年４月１日時点において、耐用年数が到来したものは、償却が完了しているこ

とから備忘価額として 1円とする。事業費の判明する類似した建物付属設備がある場合には、類

似した建物付属設備の事業費の平均単価とする。 

（２）一単位の区分 

 一体として機能する単位を一単位と定める。 
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（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、原則として、耐用年数省令を参考にして決定する。 

 

 

４．工作物（一般） 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なも

のについては、次のとおりとする。 

 街路灯については、判明する街路灯修繕工事にかかる事業費に国土交通省が公表するデフレー

ターを用いて算定された取得年における価額とする。舗装工事及びフェンスについては、事業費

の判明する当該工作物の平均単価により算定した再調達価格に基づき、国土交通省の公表するデ

フレーターを用いて算定された当該工作物の取得年における額とする。物置、倉庫については、

延べ床面積に手引き別紙７建物に係る構造・用途別単価に基づく延べ床面積当たりの単価を乗じ

て算定した再調達価格とする。 

平成２７年４月１日時点において、耐用年数が到来したものは、固定資産台帳開始時において

償却が完了していることから、備忘価額として 1円とする。利用価値、売却価値のない及び重要

性がないとみなされるものも、備忘価額として 1円とする。上記以外の工作物に関しては、手引

き第 90項、91項に基づき、ホームページ等に掲載される類似品価格、事業費の判明する類似品

のから算定された再調達価格とする。 

（２）一単位の区分 

 一体として機能する単位を一単位と定める。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、原則として、耐用年数省令を参考にして決定する。 

 

 

５．工作物（道路・農道・林道） 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なも

のについては、次のとおりとする。 

工作物（道路）については、実績から求めた幅員別メートルあたりの単価（下表を参照のこと。）

に国土交通省が公表するデフレーターを考慮し、各路線のメートルを乗じて算定した額とする。 

工作物（道路）単価                                  （単位：円/㎡） 

  幅員 9.0m以上 幅員 5.5～9.0m 幅員 4.0～5.5m 幅員 4.0m未満 

道路 118,000 88,000 77,000 51,000 

 

 

工作物（林道）については、新設林道、改良工事の施された林道、舗装工事が施された林道の区分

-33-



 

 

ごとに実績から求めた幅員別メートル当たり単価（下表を参照のこと。）に国土交通省が公表するデフレ

ーターを考慮し、各路線のメートルを乗じて算定した額とする。 

工作物（林道）単価                       （単位：円/㎡） 

  区分 幅員 4.0～5.5m 幅員 4.0m未満 

林道 

新設 85,218 37,368 

改良 7,229 7,229 

舗装 32,001 20,211 

 

舗装された工作物（農道）については、幅員ごとに実績から算出した平均単価（下表を参照のこと。）

にデフレーターを考慮し、各路線のメートルを乗じて算定した額とする。舗装がなされていない工作物

（農道）については、舗装された工作物（農道）にて求めた単価の２分の１に各路線のメートルを乗じて

算定した額とする。 

 

工作物（農道）単価                              （単位：円/㎡） 

  区分 幅員 5.5～9.0m 幅員 4.0～5.5m 幅員 4.0m未満 

農道 
舗装 48,840 32,000 20,200 

未舗装 24,420 16,000 10,100 

 

（２）一単位の区分 

 路線（区間）単位を基本として適宜定める。 

（３）耐用年数 

道については、手引き別紙３－１「耐用年数表」の「耐用年数」に基づき、一律５０年とする。 

 

 

６．工作物（橋梁） 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なものにつ

いては、公共施設等更新費用試算ソフト仕様書（平成 28年版）の面積当たり単価（下表参照）に基づき

算定した再調達価格とする。 

                              （単位：円/㎡） 

種類 単価 

ＲＣ橋､ＰＣ橋、石橋､木橋 413,000 

鋼橋 500,000 

     

（２）一単位の区分 

 原則として、各橋梁を一単位とする。 
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（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令における６０年を採用する。 

 

 

７．工作物（トンネル) 

（１）取得原価 

 実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なものについては、次

のとおりとする。 

事業費の判明する類似した工作物（トンネル）がある場合には、類似した工作物（トンネル）の事業費

から算定したメートル当たり単価に国土交通省が公表するデフレーターを用いて算定した各工作物（ト

ンネル）のメートル当たり単価に各工作物（トンネル）のメートルを乗じて算定した額とする。平成２７年４

月１日時点において、耐用年数が到来したものは、償却が完了していることから、備忘価額として 1円と

する。 

（２）一単位の区分 

 原則として、各トンネルを一単位とする。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令における７５年を採用する。 

 

 

８．工作物（公園) 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、詳細が不明な場合について

は、公園を構成する工作物の査定が困難であることから備忘価格として１円とする。 

（２）一単位の区分 

 原則として、各公園を一単位とする。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令の「その他の緑化施設」の耐用年数２０年とする。 

 

 

９．工作物（水路） 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なものにつ

いては、１円で評価する。 

（２）一単位の区分 

 原則として、各工事案件を一単位とする。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令に従って３０年とする。ただし、付随する設備に関しては６年
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とする。 

 

 

１０．工作物（河川・池沼) 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なものにつ

いては、１円で評価する。 

（２）一単位の区分 

 基本的に、各工事案件を一単位とする。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令に従って３０年とする。 

 

 

１１．工作物（水門、樋門) 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。判明する工作物の面積当たり単価

を算定し、面積を乗じて算定した再調達価額とする。 

（２）一単位の区分 

 一体として機能する単位を一単位と定める。 

（３）耐用年数 

 樋門については、手引き第４５項に基づき、耐用年数省令に従って２５年とする。 

防潮扉については、総務省通達「「地方公営企業方の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等に

ついて」の取扱いについて」（平成２４年１０月１９日改正）にて指示された耐用年数３３年とする。 

 

 

１２．工作物（防火水槽） 

（１）取得原価 

 原則として、実際の事業費に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、事業費等が不明なものにつ

いては、２０㎡の場合と４０㎡の場合のそれぞれで事業費が判明する工作物から算定された平均単価と

する。 

（２）一単位の区分 

 原則として、各工事案件を一単位とする。 

（３）耐用年数 

井戸については、手引き第４５項に基づき、耐用年数省令に従って６０年とする。防火水槽について

は、総務省令に基づき、３０年とする。 
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１３．物品 

（１）取得原価 

 原則として、実際の購入価格に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、平成２７年４月１日時点に

おいて耐用年数が到来しているものは、償却が完了していることから、備忘価額 1 円として評価する。ま

た、手引き第６５項に基づき、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額また

は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に、資産として計上し、再評価は行わないことと

する。 

（２）一単位の区分 

 原則として、各物品を一単位とする。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、原則として、耐用年数省令を参考にして決定する。 

 

 

１４．無形固定資産 

（１）取得原価  

 実際の購入価格に付随費用を加えた合計の額とする。ただし、電話加入権については、財産評価基

本通達を参考に１回線１,５００円とする 

（２）一単位の区分 

 一体として機能する単位を一単位と定める。 

（３）耐用年数 

手引き第４５項に基づき、耐用年数省令における５年とする。ただし、電話加入権については非償却

資産であるため、耐用年数は考えない。 

 

 

１５．立木竹 

（１）取得原価 

 スギ、ヒノキ、マツについては、手引き第 78項に基づき、他に合理的な算定方法がないため、三重県

森林組合連合会の保険額のヘクタール当たり評価単価に立木の植栽面積を乗じて算定した額とする。

その他の立木については、手引き第８０項に基づき、資産として価値が無視できる立木竹（雑木等）に該

当することから、備忘価額として 1円とする。 

（２）一単位の区分 

 原則として、林班を一単位とする。 

（３）耐用年数 

 非償却資産であるため、耐用年数は考えない。 

以上 

-37-


